
三重県における補助金等の基本的な在り方に関する条例（平成１５年三重県条例第３１号）第５条の規定により、
平成２２年第１回定例会（３月）にかかる予算に関する補助金等に係る資料を公表します。
なお、見込みであるため交付決定とは異なる可能性があります。

第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：政策部 ）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
1-27 市町村自主運行

バス等維持費補
助金

松阪市
松阪市殿町１３４０
－１

10,426
(H22年3月）

市町が廃止代替バスや自
主運行バスを運行する場
合に、補助対象経費 （経
常（運送）欠損額を限度と
する。）の6/20以内を補助
する。

・地方バス運行の維持を
図り、もって地域住民の
福祉を確保する。
・政策部関係補助金等交
付要綱

⑤シビルミニマム
地域住民にとって必要不
可欠な公共交通機関であ
るバス路線の維持・確保を
図る。

交通政策室 総務費 地域振
興費

交通政
策費

生活交通活性
化促進事業費

1-28 同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸１丁目
１８－１８

15,270
(H22年3月）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

室（課）名公益性の判断及び理由交付の目的、根拠及び理由

電話 059-224-2119

2010年3月3日
連絡先
総務部

予算調整室

政策部 １



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：生活・文化部） (単位：千円)

款 項 目 事業名
1-30 私立学校耐震化

緊急整備費補助
金

学校法人享栄学園
鈴鹿市庄野町1260
他２法人

95,000
(H22.3)

私立学校における耐震化工
事及び耐震診断費に要する
経費を助成する。

（目的・理由）
私立学校においては、設置
者である学校法人が施設面
の整備を行うことになってい
るが、資金面から耐震化が
進んでいない学校がある。
そのような学校に対して耐震
化にかかる費用を助成する
ことで耐震化を促し、生徒達
にとって安心・安全な教育環
境の実現を図る。
（根拠）
生活・文化部関係補助金等
交付要綱

公共財
学校施設は児童生徒、教
職員等が使用するだけで
なく、非常時における地域
の防災拠点としての役割
がある。そのような施設の
耐震性（防災機能）向上の
ために補助金を交付する
ことは公益性の高いもの
である。

生活･文化総
務室

教育費 私学振
興費

私学振
興費

私立学校耐震
化緊急整備費
補助金

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

室（課）名公益性の判断及び理由交付の目的、根拠及び理由

生活・文化部 １



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：環境森林部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
１－５６ 林道施設災害

復旧事業費補
助金

津市
津市西丸の内２
３番１号

69,467
（H22,3）

林道施設に係る災害
復旧事業を実施する。
（平成２１年災）

20路線、45箇所
Ｌ＝2,378ｍ

（目的、理由）
異常な自然現象により被災した
林道施設を復旧し、森林の適正
な維持管理、効率的な林業経営
の展開や山村の生活環境の改
善を図る。
（根拠）
三重県農林水産業施設災害復
旧事業費補助金交付要綱

公共財
災害により利用不可能と
なった林道を復旧すること
により、森林整備が促進さ
れ、森林の持つ公益的機
能が増進される。

森林保全
室

災害
復旧
費

農林
水産
施設
災害
復旧
費

林野
災害
復旧
費

林道施設災
害復旧事業
費

１－５７ 林道施設災害
復旧事業費補
助金

名張市
名張市鴻之台１
番１号

21,781
（H22,3）

林道施設に係る災害
復旧事業を実施する。
（平成２１年災）

１路線、５箇所
Ｌ＝104ｍ

（目的、理由）
異常な自然現象により被災した
林道施設を復旧し、森林の適正
な維持管理、効率的な林業経営
の展開や山村の生活環境の改
善を図る。
（根拠）
三重県農林水産業施設災害復
旧事業費補助金交付要綱

公共財
災害により利用不可能と
なった林道を復旧すること
により、森林整備が促進さ
れ、森林の持つ公益的機
能が増進される。

森林保全
室

災害
復旧
費

農林
水産
施設
災害
復旧
費

林野
災害
復旧
費

林道施設災
害復旧事業
費

１－５８ 林道施設災害
復旧事業費補
助金

紀北町
北牟婁郡紀北町
海山区相賀４９５
番地８号

18,110
（H22,3）

林道施設に係る災害
復旧事業を実施する。
（平成２１年災）

１路線、１箇所
Ｌ＝52ｍ

（目的、理由）
異常な自然現象により被災した
林道施設を復旧し、森林の適正
な維持管理、効率的な林業経営
の展開や山村の生活環境の改
善を図る。
（根拠）
三重県農林水産業施設災害復
旧事業費補助金交付要綱

公共財
災害により利用不可能と
なった林道を復旧すること
により、森林整備が促進さ
れ、森林の持つ公益的機
能が増進される。

森林保全
室

災害
復旧
費

農林
水産
施設
災害
復旧
費

林野
災害
復旧
費

林道施設災
害復旧事業
費

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の
氏名及び住所

補助金等の名称
支出科目

室（課）名公益性の判断及び理由交付の目的、根拠及び理由

環境森林部 1



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：県土整備部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
1-17 住宅新築資金等

貸付助成事業補
助金（特定助成
事業・国費対象
分）

津市
津市西丸之内２３
番１号

14,070
(H22.3)

住宅新築資金等貸付事業
は、歴史的社会的理由に
より、生活環境等の安定
向上が阻害されている地
域の環境の改善を図るこ
とを目的に、市町村が住
民に対し貸付を行った事
業である。（平成８年度終
了）
当貸付助成事業は、この
貸付事業により市町村が
貸付けた貸付金につい
て、借受人からの償還額と
市町の起債借入条件とに
おいて生じる市町の財政
負担（借受人から返済され
るべき額と市町の起債償
還額との差額）に対して県
が補助を行う場合、国はそ
の額の１／２を県に対し補
助する制度となっている。

（目的・理由）
貸付事業の執行により
生じる市町の財政負担
に対して県が補助を行う
ことで、市町における貸
付事業の円滑な実施の
推進を目的としている。
（根拠）
県土整備部関係補助金
等交付要綱

⑤ナショナル（シビル）ミニ
マム
当貸付助成事業のもとに
なっている住宅新築資金
等貸付事業は、歴史的社
会的理由により生活環境
等の安定向上が阻害され
ている地域の環境の改善
を図ることを目的に、市町
村及び都道府県並びに国
が一体となり、全国の市町
村において実施された事
業であり、貸付事業及び助
成事業ともに公益性を有し
ている。

住宅室 土木
費

住宅
費

住宅
管理
費

住環境整備
事業費

番号 事業内容
交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所

補助金等の名称
支出科目

室（課）名公益性の判断及び理由交付の目的、根拠及び理由

県土整備部 1


